
 

令和５年度 第 1 回 蕨市介護保険運営協議会 次第 

 

 

日時 令和５年１０月１８日（水） 

午後１時３０分から 

場所 蕨市役所 ２階 ２－１会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 会長あいさつ 

 

３ 議題 

・令和４年度介護保険特別会計決算について 

 

 

４ 閉 会 

 



令和５年度第 1 回蕨市介護保険運営協議会  会議資料説明 

 

資料１ 令和４年度介護保険特別会決算のフレーム 

 令和３年度介護保険特別会計の歳入・歳出決算額を示した資料です。 

 

資料２ 令和４年度計画値と決算額の比較【標準給付費】 

 歳出で最も大きな割合を占めている標準給付費の計画値と決算額の比較を示した資料です。 

 

資料３-１ 令和４年度介護保険料収納状況 

資料３-２ 令和３年度介護保険料収納状況 

 第１号介護保険料の調定額、収入済額、不納欠損額、収納率等を示した資料です。 

 

資料４ 介護保険給付費準備基金残高 

 介護保険給付費準備基金の令和４年度の積立額等を示した資料です。 

 

資料５-１ 総括表 標準給付費 

 第８期計画（令和３年度から令和５年度）の第１号被保険者数、要介護認定者数、標準給付費等の計画

値と実績値の比較を示した資料です。 

 

資料５-２ 総括表 地域支援事業 

 第８期計画（令和３年度から令和５年度）の地域支援事業費等の計画値と実績値の比較を示した資料で

す。 

 

資料６-１ 第９期介護保険事業計画作成用 地域分析・検討結果 

 令和２年度から令和４年度までの認定率、介護サービス受給率等を蕨市と戸田市、全国平均及び埼玉県

平均で比較した資料です。 

 

資料６-２ 第８期介護保険事業計画 サービス見込量の進捗管理 

 令和４年度の認定率、受給率、受給者１人あたり給付費について、計画値と実績値を比較した資料です。  

 

資料７ 第 8 期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価  

 令和４年度における介護保険事業計画の取組状況を示した資料です。 

 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　  （単位：円）

令和４年度に収納された第1号保険料のうち、給付費に係る分 第1号保険料（給付費） 1,112,847,111 標準給付費 4,834,987,463
保険料延滞金 延滞金 962,200 ＜内訳＞ 前年比

令和４年度支給分 907,761,700円 (超過額 48,642,104円) 国庫負担金 907,761,700 訪問介護 398,448,288        11.2%　　　　　　　

　居宅分 556,558,600 訪問入浴介護 24,455,631        1.4%　　　　　　　

　施設分 351,203,100 訪問看護 153,517,952        6.3%　　　　　　　

令和４年度支給分 226,163,000円 調整交付金 226,163,000 訪問リハビリテーション 24,927,348        △5.3%　　　　　　　

　居宅分 125,427,000 居宅療養管理指導 125,414,893        23.5%　　　　　　　

　施設分 100,422,000 通所介護 673,458,410        居宅介護（予防）サービス 1.4%　　　　　　　

　特別調整交付金 314,000 通所リハビリテーション 54,912,133        15.2%　　　　　　　

令和４年度支給分 1,313,507,000円 (超過額 9,059,049円) 支払基金交付金 1,313,507,000 福祉用具貸与 158,970,788        3.7%　　　　　　　

　居宅分 731,585,000 短期入所生活介護 141,338,402        3.8%　　　　　　　

　施設分 581,922,000 短期入所療養介護 4,073,440        15.2%　　　　　　　

令和３年度精算分 0円 　過年度精算分 0 特定施設入居者生活介護 647,630,931        9.8%　　　　　　　

令和４年度支給分 757,586,075円 (超過額 46,536,842円) 県負担金 757,586,075 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 17,822,544        6.3%　　　　　　　

　居宅分 347,849,125 夜間対応型訪問介護 263,857        #DIV/0!

　施設分 409,736,950 認知症対応型通所介護 9,381,945        △57.9%　　　　　　　

令和４年度支給分 615,123,000円 (超過額11,211,912 円) 市繰入金 615,123,000 地域密着型通所介護 172,987,540        　　　地域密着型介護（予防）サービス 0.2%　　　　　　　

　居宅分 338,175,000 小規模多機能型居宅介護 79,345,303        11.9%　　　　　　　

　施設分 276,948,000 認知症対応型共同生活介護 224,713,990        6.1%　　　　　　　

介護保険料軽減分繰入金　　 (超過額33,450円) 介護保険料軽減分繰入金 64,535,400 介護老人福祉施設 975,463,650        △0.7%　　　　　　　

介護保険給付費準備基金繰入金 介護保険給付費準備基金繰入金 24,663,000 介護老人保健施設 377,379,459        施設サービス 4.5%　　　　　　　

第三者行為に対する保険給付費の返納 第三者納付金 2,625,037 介護療養型医療施設 44,746,413        △20.7%　　　　　　　

過誤請求等による給付費の返納金 返納金 862,057 介護医療院 18,050,220        4.6%　　　　　　　

雑入 介護保険料の返還 0 福祉用具購入 6,575,250        介護（予防）福祉用具購入 4.8%　　　　　　　

令和４年度に収納された第1号保険料のうち、地域支援事業に係る分 第1号保険料（地域支援） 58,570,901 住宅改修 17,292,797        介護（予防）住宅改修 2.8%　　　　　　　

令和４年度支給分 72,902,879円 (超過額 7,334,988円) 国地域支援事業交付金 72,902,879 居宅介護支援 258,166,233        介護（予防）サービス計画 3.4%　　　　　　　

　介護予防・生活支援サービス事業分 34,209,224 高額介護サービス費+高額医療合算介護サービス費 134,690,840        高額介護（予防）＋高額合算介護（予防） △0.5%　　　　　　　

　包括的支援事業分+任意事業分 38,693,655 特定入所者介護サービス費 87,454,246        特定入所者介護（予防）サービス △11.9%　　　　　　　

令和４年度支給分 8,779,000円 調整交付金 8,779,000 審査支払手数料 3,504,960        審査支払手数料 5.1%　　　　　　　

　介護予防・生活支援サービス事業分 8,779,000 地域支援事業費 254,408,709
国庫補助金（保険者機能強化推進交付金） 保険者機能強化推進交付金 9,421,000 ＜内訳＞ ＜主な支出＞

国庫補助金（介護保険保険者努力支援交付金） 介護保険保険者努力支援交付金 8,836,000 介護予防・生活支援サービス事業費 149,877,510         訪問型サービス費 33,774,865円

令和４年度支給分 46,182,000円 (不足額492,299円) 支払基金交付金 46,182,000 介護予防・生活支援サービス事業費 135,373,266         通所型サービス費 101,353,484円

　介護予防・生活支援サービス事業分 46,182,000 介護予防ケアマネジメント事業費 14,504,244        

令和４年度支給分 40,727,592円 (超過額 3,621,954円) 県地域支援事業交付金 40,727,592 一般介護予防事業費 23,453,976         介護予防普及啓発事業委託料

 　（172,867,775円-0円）×12.5%＝21,608,471円 　介護予防・生活支援サービス事業分 21,380,765 包括的支援事業費 67,017,439         包括的支援事業委託料

　包括的支援事業分+任意事業分 19,346,827 包括的支援事業総務費 82,600        

令和４年度支給分 40,726,000円 (超過額　37,198,106円) 市繰入金 40,726,000 地域包括支援センター事業費 47,255,790        

　介護予防・生活支援サービス事業分 21,380,000 包括的・継続的ｹｱﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ支援事業 760,419        

　包括的支援事業分+任意事業分 19,346,000 在宅医療・介護連携推進事業費 3,298,320        

シルバーハウジング生活援助員利用者負担 生活援助員派遣利用料 181,500 生活支援体制整備事業費 6,541,000        　 生活援助員派遣委託料 3,411,816円

雑入 成年後見申請手数料戻等 45,790 認知症総合支援事業費 9,079,310         　配食サービス事業委託料 4,677,397円

保険給付費以外の事務費に係る、国・県補助対象外経費 (超過額　9,694,918円) その他一般会計繰入金 106,812,600 任意事業費 13,714,624        　 紙おむつ給付費 4,364,646円

国庫補助金(システム修正費補助金） 介護保険事業費補助金 0 その他諸費 345,160        

災害臨時特例補助金 74,000 総務費 117,578,931 ＜主な支出＞

前年度繰越金 前年度繰越金 236,297,070 ＜内訳＞

利子及び配当金 介護保険給付費準備基金預金利子 751,660 一般管理費 80,313,314        介護保険事務処理システム修正委託料

徴収費 5,990,731        　介護認定審査会委員報酬 5,355,000円

令和５年度　繰越額内訳（返還金等） 介護認定費 31,274,886        　主治医意見書作成料 12,361,800円

国介護給付費 48,642,104円 国地域支援 7,334,988円 　認定調査委託料 5,623,970円

県介護給付費 46,536,842円 県地域支援 3,621,954円 歳入歳出差引残額 229,342,038 諸支出金 117,236,583 還付金及び還付加算金 2,195,000円

支払基金介護給付費 9,059,049円 支払基金地域支援 △492,299円 返還金 115,041,583円

一般会計給付費 11,211,912円 一般会計地域支援 3,527,894円 介護給付費準備基金積立金 103,389,848 前年度介護保険料剰余分、利子分の積立 103,389,848円

その他一般会計繰入金 9,694,918円 保険料軽減分繰入金 33,450円

災害補助金返還分 1,000円 第1号保険料（翌年度積立） 90,170,226円
5,427,601,534

国庫補助金（災害補助金)

歳　入　合　計 5,656,943,572

第1号保険料計 1,171,418,012

歳　出　合　計

　 (921,194,275円-174,900円）×38.5%＝35,427,459円

 　129,024,565円×4.67%×1.443862455≒8,700,000円

　（172,867,775円-0円）×27.0%＝46,674,299円                     　    　

　 (80,732,063円-227,290円）×19.25%＝15,497,167円

 　（173,676,646円-69,140円）×12.5%＝21,700,938円

　 (80,732,063円-227,290円）×19.25%＝15,497,168円

　 （2,143,296,228円-533,329円）×27.0%＝578,545,983円

　 （2,691,424,253円-2,898,443円）×12.5%＝336,065,726円

 　（2,143,296,228円-533,329円）×17.5%＝374,983,507円

　 （2,691,424,253円-2,898,443円）×12.5%＝336,065,726円

 　（2,143,296,228円-533,329円）×12.5%＝267,845,362円

　（172,867,775円-0円）×20.0%＝34,573,555円

 　（2,691,424,253円-2,898,443円）×20.0%＝537,705,162円

 　（2,143,296,228円-533,329円）×15.0%＝321,414,434円

 　　2,633,500,438円×4.71%×1.011197998≒125,427,000円

 　　2,108,488,927円×4.71%×1.011197998≒100,422,000円

      第1号保険料の減免・利用者負担減免分（東日本大震災対応分及び新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症対応分）

　 （2,691,424,253円-2,898,443円）×27.0%＝725,901,968円

令和４年度介護保険特別会計決算のフレーム
備考 歳入 歳出 備考

<3月提供 4月審査分 ～ 2月提供 3月審査分>

資料１



R４年度計画値 R４年度決算値 比率 R４年度計画値 R４年度決算値 比率

（1）居宅サービス 2,479,549,000円 2,334,842,976円 94.2% （1）介護予防サービス 116,526,000円 96,173,287円 82.5%

① 訪問介護 375,570,000円 398,448,288円 106.1% ① 訪問入浴介護 0円 0円 -

② 訪問入浴介護 20,759,000円 24,455,631円 117.8% ② 訪問看護 9,325,000円 11,763,828円 126.2%

③ 訪問看護 146,657,000円 141,754,124円 96.7% ③ 訪問リハビリテーション 6,108,000円 4,781,244円 78.3%

④ 訪問リハビリテーション 29,063,000円 20,146,104円 69.3% ④ 居宅療養管理指導 11,421,000円 8,928,467円 78.2%

⑤ 居宅療養管理指導 108,214,000円 116,486,426円 107.6% ⑤ 通所リハビリテーション 12,962,000円 12,459,295円 96.1%

⑥ 通所介護 744,789,000円 673,458,410円 90.4% ⑥ 短期入所生活介護 1,276,000円 316,682円 24.8%

⑦ 通所リハビリテーション 54,421,000円 42,452,838円 78.0% ⑦ 短期入所療養介護 0円 0円 -

⑧ 短期入所生活介護 200,872,000円 141,021,720円 70.2% ⑧ 福祉用具貸与 15,731,000円 13,416,834円 85.3%

⑨ 短期入所療養介護 8,082,000円 4,073,440円 50.4% ⑨ 特定施設入居者生活介護 49,579,000円 36,240,436円 73.1%

⑩ 福祉用具貸与 139,800,000円 145,553,954円 104.1% ⑩ 福祉用具購入 1,679,000円 1,391,196円 82.9%

⑪ 特定施設入居者生活介護 621,153,000円 611,390,495円 98.4% ⑪ 住宅改修 8,445,000円 6,875,305円 81.4%

⑫ 福祉用具購入 7,460,000円 5,184,054円 69.5% 974,000円 0円 -

⑬ 住宅改修 22,709,000円 10,417,492円 45.9% ① 認知症対応型通所介護 0円 0円 -

599,616,000円 504,515,179円 84.1% ② 小規模多機能型居宅介護 974,000円 0円 0.0%

① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 14,544,000円 17,822,544円 122.5% ③ 認知症対応型共同生活介護 0円 0円 -

② 夜間対応型訪問介護 0円 263,857円 - 13,188,000円 15,441,345円 117.1%

③ 認知症対応型通所介護 47,253,000円 9,381,945円 19.9% 130,688,000円 111,614,632円 85.4%

④ 小規模多機能型居宅介護 85,991,000円 79,345,303円 92.3%

⑤ 認知症対応型共同生活介護 219,745,000円 224,713,990円 102.3% R４年度計画値 R４年度決算値 比率

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護 0円 0円 - 5,115,495,000円 4,609,337,417円 90.1%

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 0円 0円 -

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護 0円 0円 - R４年度計画値※ R４年度決算値 比率

⑨ 地域密着型通所介護 232,083,000円 172,987,540円 74.5% 総給付費（Ⅲ） 5,115,495,000円 4,609,337,417円 90.1%

1,665,953,000円 1,415,639,742円 85.0% 特定入所者介護サービス費等給付費 108,514,000円 87,454,246円 80.6%

① 介護老人福祉施設 1,166,534,000円 975,463,650円 83.6% 高額介護サービス費 133,720,000円 120,249,102円 89.9%

② 介護老人保健施設 409,192,000円 377,379,459円 92.2% 高額医療合算介護サービス費 19,085,000円 14,441,738円 75.7%

③ 介護療養型医療施設 66,133,000円 44,746,413円 67.7% 3,390,000円 3,504,960円 103.4%

④ 介護医療院 24,094,000円 18,050,220円 74.9% 5,380,204,000円 4,834,987,463円 89.9%

239,689,000円 242,724,888円 101.3% ※：計画値については1,000円未満を四捨五入しているため、合計が一致しない場合があります。

4,984,807,000円 4,497,722,785円 90.2%

（4）居宅介護支援

合計（Ⅰ）

合計（Ⅱ）

総給付費

総給付費（Ⅲ）＝合計（Ⅰ）+合計（Ⅱ）

標準給付費

（3）介護保険施設サービス

算定対象審査支払手数料

合計

（3）介護予防居宅介護支援

令和４年度計画値と決算額の比較【標準給付費】

1.　居宅・地域密着・施設 2.　介護予防・地域密着介護予防

（2）地域密着型介護予防サービス

（2）地域密着型サービス

資料２



令和４年度　介護保険料収納状況

（単位：円）

今年度 前年度 前年比

1,028,173,200　 1,030,695,900　 2,522,700　 0　 0　 100.0%  100.0%  0.0%  

142,181,800　 133,256,692　 352,100　 0　 9,277,208　 93.5%  92.5%  1.0%  

１期 17,322,500　 16,453,592　 10,000　 0　 878,908　 94.9%  93.3%  1.6%  

２期 16,040,200　 15,166,900　 22,100　 0　 895,400　 94.4%  93.0%  1.4%  

３期 16,767,200　 15,776,200　 33,800　 0　 1,024,800　 93.9%  92.7%  1.2%  

４期 16,072,900　 15,112,500　 31,000　 0　 991,400　 93.8%  92.8%  1.0%  

５期 16,822,600　 15,748,700　 23,800　 0　 1,097,700　 93.5%  92.7%  0.8%  

６期 17,624,700　 16,431,500　 41,800　 0　 1,235,000　 93.0%  92.6%  0.4%  

７期 18,588,200　 17,222,400　 55,900　 0　 1,421,700　 92.4%  92.3%  0.1%  

８期 20,253,700　 18,814,900　 133,700　 0　 1,572,500　 92.2%  91.7%  0.5%  

現年随時 1,138,200　 1,120,900　 0　 0　 17,300　 98.5%  91.5%  7.0%  

過年随時 1,551,600　 1,409,100　 0　 0　 142,500　 90.8%  80.9%  9.9%  

19,715,573　 7,465,420　 7,200　 5,336,215　 6,921,138　 37.8%  30.4%  7.4%  

平成29年度以前分 451,810　 121,310　 0　 212,300　 118,200　 26.8%  16.6%  10.2%  

平成30年度分 564,295　 157,500　 0　 103,175　 303,620　 27.9%  27.8%  0.1%  

令和元年度分 701,554　 293,200　 0　 77,140　 331,214　 41.8%  21.4%  20.4%  

令和2年度分 7,460,797　 2,614,697　 0　 4,168,700　 677,400　 35.0%  29.2%  5.8%  

令和3年度分 10,537,117　 4,278,713　 7,200　 774,900　 5,490,704　 40.5%  33.0%  

962,200　 962,200　 0　 0　 0　 100.0%  100.0%  

不納欠損比率 27.1%  

延滞金

特別徴収

普通徴収

内
訳

滞
繰
分

普通徴収

内
訳

資料3-1

令和5年5月末

現
年
度

調定額 収入済額 還付未済 不納欠損額 収入未済額
収納率



令和３年度　介護保険料収納状況

（単位：円）

今年度 前年度 前年比

1,026,301,700　 1,028,409,200　 2,107,500　 0　 0　 100.0%  100.0%  0.0%  

140,129,200　 129,865,883　 275,500　 1,700　 10,537,117　 92.5%  89.3%  3.2%  

１期 17,638,600　 16,469,400　 6,300　 1,700　 1,173,800　 93.3%  90.8%  2.5%  

２期 16,261,200　 15,134,700　 18,600　 0　 1,145,100　 93.0%  89.6%  3.4%  

３期 16,712,500　 15,525,300　 26,200　 0　 1,213,400　 92.7%  89.8%  2.9%  

４期 15,687,900　 14,590,800　 26,000　 0　 1,123,100　 92.8%  88.8%  4.0%  

５期 16,406,400　 15,235,540　 21,500　 0　 1,192,360　 92.7%  88.7%  4.0%  

６期 17,237,400　 15,995,802　 30,100　 0　 1,271,698　 92.6%  89.2%  3.4%  

７期 17,902,900　 16,572,500　 50,200　 0　 1,380,600　 92.3%  89.2%  3.1%  

８期 19,591,700　 18,054,641　 96,600　 0　 1,633,659　 91.7%  89.3%  2.4%  

現年随時 1,050,200　 960,600　 0　 0　 89,600　 91.5%  88.3%  3.2%  

過年随時 1,640,400　 1,326,600　 0　 0　 313,800　 80.9%  80.8%  0.1%  

27,587,813　 8,393,411　 0　 10,015,946　 9,178,456　 30.4%  26.8%  3.6%  

平成28年度以前分 286,500　 47,500　 0　 154,100　 84,900　 16.6%  31.1%  △ 14.5%  

平成29年度分 1,091,212　 303,030　 0　 421,272　 366,910　 27.8%  19.6%  8.2%  

平成30年度分 1,791,639　 383,110　 0　 844,234　 564,295　 21.4%  26.9%  △ 5.5%  

令和元年度分 10,429,369　 3,045,475　 0　 6,682,340　 701,554　 29.2%  21.2%  8.0%  

令和2年度分 13,989,093　 4,614,296　 0　 1,914,000　 7,460,797　 33.0%  31.5%  

831,476　 831,476　 0　 0　 0　 100.0%  100.0%  

不納欠損比率 36.3%  

延滞金

収納率

特別徴収

普通徴収

内
訳

滞
繰
分

普通徴収

内
訳

資料3-2

令和4年5月末

現
年
度

調定額 収入済額 還付未済 不納欠損額 収入未済額



資料 4

単位：円

令和３年度末残高
A 696,636,989

令和４年度積立 103,389,848 利息 751,660

前年度剰余金 102,638,188

B 保険料原資分 0

令和４年度繰出
C 24,663,000

令和４年度末残高
A+B-C 775,363,837

介護保険給付費準備基金残高



総括表 資料 ５－１

標準給付費

第8期 第8期 第8期

累計 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 累計 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 累計 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5

第1号被保険者数 （人） 35,120 17,578 17,542 - 52,549 17,525 17,511 17,513 66.8% 100.3% 100.2% -

要介護認定者数 （人） 6,346 3,143 3,203 - 9,841 3,167 3,283 3,391 64.5% 99.2% 97.6% -

要介護認定率 （%） 18.1 17.9 18.3 - 18.7 18.1 18.7 19.4 96.5% 98.9% 97.4% -

総給付費 （円） 9,051,664,767 4,442,321,134 4,609,343,633 - 15,295,012,000 4,692,680,000 5,115,495,000 5,486,837,000 59.2% 94.7% 90.1% -

施設サービス （円） 2,833,239,305 1,417,599,563 1,415,639,742 - 4,986,970,000 1,568,229,000 1,665,953,000 1,752,788,000 56.8% 90.4% 85.0% -

居住系サービス （円） 1,673,978,375 801,633,454 872,344,921 - 2,692,115,000 848,122,000 890,477,000 953,516,000 62.2% 94.5% 98.0% -

在宅サービス （円） 4,544,447,087 2,223,088,117 2,321,358,970 - 7,615,927,000 2,276,329,000 2,559,065,000 2,780,533,000 59.7% 97.7% 90.7% -

（円） 257,735.3 252,720.5 262,760.4 - 291,061.9 267,770.6 292,130.4 313,300.8 88.6% 94.4% 89.9% -

実績値 計画値 対計画比(実績値／計画値)

第1号被保険者1人あたり
給付費

【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」、「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報。「総給付費」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報
【計画値】介護保険事業計画にかかる保険者からの報告値
※「第1号被保険者1人あたり給付費」は「総給付費」を「第1号被保険者数」で除して算出

※「施設サービス」は・・・・介護老人福祉施設・介護老人保健施設・介護療養型医療施設・介護医療院・地域密着型介護老人福祉施設
　 「居住系サービス」は・・特定施設入居者生活介護・地域密着型特定施設入居者生活介護・認知症対応型共同生活介護



総括表

地域支援事業 資料 ５－2

第8期実績値 第8期計画値 第8期

累計 R3 R4 R5 累計 R3 R4 R5 累計 R3 R4 R5

（人） 35,120 17,578 17,542 - 52,549 17,525 17,511 17,513 66.8% 100.3% 100.2% -

（人） 6,346 3,143 3,203 - 9,841 3,167 3,283 3,391 64.5% 99.2% 97.6% -

（%） 18.1 17.9 18.3 - 18.7 18.1 18.7 19.4 96.5% 98.9% 97.6% -

（円） 525,706,890 271,298,181 254,408,709 - 863,211,000 283,849,000 287,694,000 291,668,000 60.9% 95.6% 88.4% -

（円） 352,780,552 179,103,906 173,676,646 - 560,862,000 183,016,000 186,942,000 190,904,000 62.9% 97.9% 92.9% -

（円） 172,926,338 92,194,275 80,732,063 - 302,349,000 100,833,000 100,752,000 100,764,000 57.2% 91.4% 80.1% -

（円） 14,968.9 15,434.0 14,502.8 - 16,426.8 16,196.8 16,429.3 16,654.4 91.1% 95.3% 88.3% -

総事業費

介護予防・日常生活支援
総合事業費

包括的支援事業・任意
事業費

第1号被保険者
1人あたり事業費

【実績値】「第1号被保険者数」、「要介護認定者数」、「要介護認定率」は厚生労働省「介護保険事業状況報告」9月月報
【計画値】第8期介護保険事業計画
※「第1号被保険者1人あたり事業費」は「総事業費」を「第1号被保険者数」で除して算出

実績値 計画値 対計画比（実績値/計画値）

第1号被保険者数

要介護認定者数

要介護認定率



資料6－1

保険者名 蕨市
#REF!

11224

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

認定率 B4-a ％ 見える化・時系列 （各年度年報） 17.6 18.1 18.3 15.8 16.2 16.7 18.7 18.9 19.0 16.0 16.5 16.9

調整済み認定率 B5-a ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

16.2 16.0 - 16.2 15.9 - 17.0 16.6 - 16.4 16.1 -

調整済み認定率（要介護
３～５）

B6-a ％ 見える化・時系列（比較地域と比較） （各年度年報）4.8 4.7 - 5.7 5.6 - 5.7 5.6 - 6.4 6.0 -

調整済み認定率（要支援
１～要介護２）

B6-b ％
見える化・時系列（比較地域と比較）
（各年度年報）

11.4 11.3 - 10.4 10.3 - 11.2 11.0 - 10.0 10.0 -

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

受給率（施設サ－ビス） D2 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

2.5 2.4 2.4 2.5 2.5 2.5 2.8 2.8 2.8 2.4 2.4 2.3

受給率（居住系サ－ビス）D3 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

2.0 2.0 2.2 1.3 1.3 1.4 1.3 1.3 1.3 2.0 1.9 2.0

受給率（在宅サ－ビス） D4 ％
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

8.8 9.2 9.4 8.0 8.3 8.6 9.9 10.2 10.4 8.5 8.7 9.2

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４
受給者1人あたり給付月
額（在宅および居住系サ
－ビス）

D15-a 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

126,516.7 128,460.1 131,631.0 125,887.1 127,130.7 128,217.9 129,423.3 130,298.4 130,509.1 141,000.9 143,322.7 143,562.4

受給者1人あたり給付月
額（在宅サ－ビス）

D15-b 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

113,035.9 114,947.7 117,568.5 113,452.5 114,717.5 115,214.1 118,280.6 119,151.4 119,039.3 126,337.6 128,845.4 128,784.7

受給者1人あたり給付月
額（訪問介護）

D17-a 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

58,349.7 61,170.5 65,761.9 58,223.9 59,927.9 62,202.8 73,426.5 75,247.6 77,165.1 59,661.8 61,232.3 66,244.2

受給者1人あたり利用日
数・回数（訪問介護）

D31-a 回
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

20.3 20.9 23.1 19.3 19.8 20.5 25.1 25.6 26.3 20.3 20.8 22.5

受給者1人あたり給付月
額（通所介護）

D17-f 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

80,930.9 82,261.5 80,561.8 85,609.7 86,141.4 84,945.3 85,006.1 84,960.5 83,602.6 89,251.0 92,734.1 89,022.0

受給者1人あたり利用日
数・回数（通所介護）

D31-e 日
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

10.5 10.8 10.6 10.9 11.0 10.9 10.9 11.0 10.8 11.1 11.4 11.0

受給者1人あたり給付月
額（通所リハビリテーショ
ン）

D17-g 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

54,632.1 52,166.3 53,326.9 61,300.4 61,472.6 60,460.1 59,316.7 59,650.1 58,337.2 77,923.1 65,372.6 64,573.7

受給者1人あたり利用日
数・回数（通所リハビリ
テーション）

D31-f 日
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

5.2 4.7 4.8 6.2 6.2 6.1 5.9 5.9 5.7 8.2 7.0 6.9

受給者1人あたり給付月
額（短期入所生活介護）

D17-h 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

108,842.3 105,586.9 97,931.2 121,645.3 120,466.7 119,395.8 108,509.9 109,768.7 108,846.2 103,671.2 97,295.2 96,726.8

受給者1人あたり利用日
数・回数（短期入所生活
介護）

D31-g 日
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

12.6 12.2 11.2 14.2 14.0 13.8 12.9 12.9 12.8 11.8 11.3 11.2

受給者1人あたり給付月
額（認知症対応型共同生
活介護）

D17-q 円
見える化・時系列
（各年度年報,R3はR4/2サービス提
供月まで）

249,716.1 265,365.4 265,646.4 258,896.9 261,901.5 265,608.1 256,463.0 258,748.8 262,299.9 261,074.8 267,697.2 260,664.1

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４

在宅および居
住系サービスの
１人当たりの給
付額が全国・県
平均と比べて高
い。

サービス事業者が多く、一人
一人に充分なサービスを提供
しているのではないか。

独居または高齢夫婦のみの世
帯が多く、かつ、施設利用とま
ではいかない軽度の利用者が
増えてきているためと考えられ
る。

介護予防事業の普及によ
るサービス給付の増加の
抑制。

軽度者向けの生活支援
サービスや有償ボランティ
ア等の支え合い活動の拡
大。担い手となる団体の
発掘。

軽度者が重度化しないた
めに、フレイル予防や自
立した生活を営むことが
出来るよう検討していく。

居住系サービス
の受給率が、戸
田市と共に、全
国・県平均より
も高い。

独居または高齢夫婦のみの世
帯が多い圏域内に多数の有
料老人ホームが設置されてお
り、在宅サービスの代わりとし
てのニーズが高いと考える。。

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護サービスの周
知や利用により、在宅介
護の選択肢を増やす。

（全体）県平均
より高く、全国
平均より低い。

重度認定率は
低いが、軽度認
定率が高い。

独居または高齢夫婦のみの世
帯が多い為、早い段階から介
護保険サービスの利用希望が
あるのではないか。

地域での活動を通じた介
護予防事業の普及。

有償ボランティアなど、地
域で支え合う仕組みの充
実。

全国平均等
との比較

全国平均等との乖離
について理由・問題点

等の考察（仮説の設定）

問題を解決するための
対応策（理想像でも可）自保険者 都道府県平均 全国平均

比較地域
埼玉県
戸田市

第9期　介護保険事業計画
地域分析・検討結果

活用データ名・
指標名

指標
ID

単位 備考

データの値



ステップ１：認定率の比較

（％）

計画値 実績値 対計画比 差異について考えられる要因やその確認方法

18.7% 18.3% -0.4% 適正

前期高齢者 - 4.0% -

後期高齢者 - 30.1% -

ステップ２：受給率の比較

（％）

計画値 実績値 対計画比 差異について考えられる要因やその確認方法

訪問介護 2.9% 2.9% 0.0% 適正

訪問入浴介護 0.2% 0.2% 0.0% 適正

訪問看護 1.7% 1.8% 0.1% 適正

訪問リハビリテーション 0.4% 0.3% -0.1% 適正

居宅療養管理指導 4.0% 4.0% 0.0% 適正

通所介護 4.2% 4.0% -0.2% 適正

通所リハビリテーション 0.6% 0.5% -0.1% 適正

短期入所生活介護 0.8% 0.7% -0.1% 適正

短期入所療養介護（老健） 0.1% 0.0% 0.0% 適正

短期入所療養介護（病院） 0.0% 0.0% 0.0% 適正

福祉用具貸与 6.6% 6.5% -0.1% 適正

特定施設入居者生活介護 1.9% 1.8% -0.1% 適正

定期巡回・随時対応型 0.1% 0.1% 0.0% 適正

夜間対応型訪問介護 0.0% 0.0% 0.0% 適正

認知症対応型通所介護 0.2% 0.0% -0.1% 適正

小規模多機能居宅介護 0.2% 0.2% 0.0% 適正

認知症対応型共同生活介護 0.4% 0.4% 0.0% 適正

地域密着型特定施設入居者生活介護 0.0% 0.0% 0.0% 適正

地域密着型介護老人福祉施設 0.0% 0.0% 0.0% 適正

看護小規模多機能型居宅介護 0.0% 0.0% 0.0% 適正

地域密着型通所介護 1.5% 1.0% -0.5% 適正

介護老人福祉施設 2.1% 1.8% -0.3% 適正

介護老人保健施設 0.6% 0.6% -0.1% 適正

介護医療院 0.0% 0.0% 0.0% 適正

介護療養型医療施設 0.1% 0.1% 0.0% 適正

9.2% 9.3% 0.1% 適正

居宅サービ
ス

地域密着型
サービス

施設サービ
ス

介護予防支援・居宅介護支援

 第8期介護保険事業計画　サービス見込量の進捗管理

計画値：4年度、実績値：令和5年3月末

要介護認定率

年齢階級

サービス名

資料6-2



ステップ３：受給者1人あたり給付費の比較

（円）

計画値 実績値 対計画比 差異について考えられる要因やその確認方法

訪問介護 61,248 65,352 4,104 適正

訪問入浴介護 54,060 52,033 -2,027 適正

訪問看護 42,758 40,135 -2,623 適正

訪問リハビリテーション 40,150 42,178 2,029 適正

居宅療養管理指導 14,304 15,020 716 適正

通所介護 85,138 80,654 -4,485 適正

通所リハビリテーション 52,974 53,164 190 適正

短期入所生活介護 119,473 98,016 -21,457
計画よりも利用者が減り、１人当たりの利用日数も減少した。近隣
に入所施設が整備されたことにより利用者が減少した。

短期入所療養介護（老健） 67,350 66,778 -572 適正

短期入所療養介護（病院） 0 0 0 適正

福祉用具貸与 11,222 11,599 377 適正

特定施設入居者生活介護 171,455 175,605 4,150 適正

定期巡回・随時対応型 134,667 152,329 17,663
サービスが浸透し、介護度の高い方の利用もあり、計画より上回っ
たと考えられる。

夜間対応型訪問介護 0 0 0 適正

認知症対応型通所介護 145,843 100,881 -44,961
軽度の方の利用が多く、１人当たりの利用金額が計画より下回った
と考えられる。

小規模多機能居宅介護 190,713 215,612 24,900 介護度の高い方の利用もあり、計画より上回ったと考えられる。

認知症対応型共同生活介護 244,161 264,059 19,898 適正

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 適正

地域密着型介護老人福祉施設 0 0 0 適正

看護小規模多機能型居宅介護 0 0 0 適正

地域密着型通所介護 73,818 84,839 11,022
１人当たりの利用回数が増えており、1人当たりの利用額が計画よ
り上回ったと考えられる。

介護老人福祉施設 266,332 263,212 -3,120 適正

介護老人保健施設 301,764 303,848 2,084 適正

介護医療院 401,533 401,116 -417 適正

介護療養型医療施設 344,443 298,309 -46,133 適正

13,105 13,256 151 適正

地域密着型
サービス

施設サービ
ス

介護予防支援・居宅介護支援

サービス名

居宅サービ
ス



第8期介護保険事業計画「取組と目標」に対する自己評価

項目名 細目名
目標を設定するに至った

「現状と課題」
第８期計画における「取組」

「目標」
（事業内容、指標等）

中間
見直し

取組の具体的な実施内容、実績
自己
評価

評価の理由 課題と対応策

蕨市
【計画
P94】

②給付適
正化

給付実績の活用に
よる適正化

埼玉県国民健康保険団体連合会（国保連）から
の給付実績を活用した情報提供のうち、医療情
報との突合帳票による請求内容のチェックと縦覧
点検帳票によるのを調べ、不適切な請求が疑わ
れたものについて介護保険事業所等への状況確
認を行い、不適切な給付が判明した場合、国保
連に対し過誤申立を行ったり、事業所に理由書
の提出を求め給付の適正化を図っている。

Ｒ4実績：事業所へ理由書提出依頼　１件

○

国保連からの給付実績を活用した情報を
用いて点検を実施し、請求内容について
介護保険事業所へ確認を行うことにより、
適正な介護請求につなげることができた。

給付実績の活用については、有効な活用方法
が確立しているとは言えないため、より有用な
運用手法を見つけていくことが必要。

蕨市
【計画
P88-
89】

①自立支
援・介護
予防・重
度化防止

①自立支援・介護
予防・重度化防止

フレイル（加齢による心身の虚
弱）予防や口腔機能向上・栄養改
善のための介護予防教室の開催、
出前講座、高齢者サロンの支援な
どを通じて、介護予防の普及啓発
に努める

普及啓発事業の継続的な実施によっ
て、高齢者の自主的な介護予防の取り
組みを促し、いきいき百歳体操や高齢
者サロンなど地域の通いの場を充実さ
せる事業と連携させることで継続したセ
ルフケアを支えるとともに、市や地域包
括支援センターが開催する介護予防教
室においては、専門職の強みを活かし
た効果的な啓発事業となるよう、適宜、
評価と見直しを行う。

介護予防教室（運動、口腔、栄養、認知症予
防）の第8期計画値は令和3～5年度の各年度

130人。
なし

令和４年度の介護予防教室（運動、口腔、栄養、
認知症予防）は、運動指導では身体機能向上・認
知症予防につなげる運動、栄養指導は高齢期に
おける食生活のポイントに重点をおいた体験型も
しくは双方向のディスカッションを含んだ内容、口
腔指導は口腔機能向上と口腔ケアについて実施
をしている。年間を通じて地域包括支援センター
の圏域ごとに教室を開催し、２日コースを全６回、
各回１５人定員のうち、４５人の方が参加をした
が、第８期目標値の各年１３０人は未達成であ
る。
また、「いきいき百歳体操」活動グループおいて
は、新たに3団体の立ち上げに至り、累計２０団体
が活動となったが、第８期計画目標値２４団体に
は至っていない。

△

これまではコロナ禍の影響で各事業の開
催について思うように進まない状況であっ
たが、令和4年度は、感染予防を講じたう
えで、人数制限もなく開催することができ
た。
また、各事業の開催についての周知方法
は、市広報や各公民館等へチラシを配布
する従来通りの方法のほか、新たに、事業
対象者へ個人通知を行った結果、その中
から一定数の申込みがあったため、個人
通知による各事業の案内は継続している。

各事業の参加者数の伸び悩みから、事業対象
者あてに個人通知を行い、各事業の開催につい
て周知する方法について工夫してきたが、第８
期計画の目標値が未達成であるため、新たな
周知方法について検討し、改善していく必要が
ある。

蕨市
【計画
P94】

②給付適
正化

②給付適正化

必要な介護サービス以外の不用な
サービスが提供されていないか検
証し、制度の趣旨やより良いサー
ビス展開のための情報提供をおを
行うなど、利用者に定期設なサー
ビスを提供できる環境整備を推進

５つの事業を実施
①設定調査の適正化
②ケアプランチェックの実施
③介護給付適正化システムの活用
④住宅改修・福祉用具給付の点検
⑤その他適正化事業の実施

未設定 なし

①市職員がすべての認定調査の事後点検を実
施。
　認定調査員に対する研修を実施。（R４年度研
修：１回）
②実地指導時に実施。３ケースを確認
③国保連からの給付適正化情報を活用し、不適
切な給付の発見及び事業所の指導（R４年度事
業所へ理由書提出依頼：1件）
④住宅改修については、事前・事後に内容を確
認し適切な改修かどうかを確認。また、訪問によ
り調査を実施。（R４現地調査：1件）
福祉用具購入については、申請時にケアプラン
の確認、貸与については軽度者への例外給付の
確認などにより適正化を図る。
⑤利用者に対し、「介護保険給付費通知書」によ
り、介護給付費の内容を通知し、サービスの利用
に疑義が生じた事業所に対して、適正な指導を
実施（R４年度送付：2回4,196件）

○

主要５事業については、実施することがで
きた。
すべての認定調査の事後点検を行った。
調査内容に関して調査員に個別指導を行
い適正な調査の遂行を確保できた。また
研修等でその内容をフィードバックすること
により認定調査の平準化を図ることができ
た。
介護給付適正化システムの活用や住宅改
修等の点検により適切な介護請求につな
げることができた。

今後、介護サービス利用の増加が見込まれる
が、適切な介護認定、適切な介護給付を実施し
ていくため、適正化事業を継続的かつ確実に実
施していく。
介護給付費通知については費用対効果等を踏
まえ実施の継続について検討する。

保険者
名

貴自治体において第８期介護保険事業計画に記載している内容 令和４年度（年度末実績）

資料７


